
◆目標管理者

・一般廃棄物（ごみ）処理基本計画で設定する数値目標の達成に向け、ごみの発
生抑制・再使用・資源化をさらに進めます。
・ごみ量推計を踏まえた目標設定と、本市の課題や国内外の潮流を踏まえた課題
に対応する施策を検討し、令和4年度からの新たな計画を策定します。

②

【取組】
・ごみ問題を考える草津市民会議と連携し、リサイクルフェア等の啓発事業
を実施します。
・広報、分別アプリおよび出前講座等を通じて、ごみの発生抑制・再使用・資
源化に関する啓発を行います。
・一般廃棄物（ごみ）処理基本計画を策定します。（事業費　2,781千円）

【成果目標】
・1人1日当たりの家庭系ごみ排出量（資源ごみ除く）：430g/人・日
　（令和元年度実績：451g/人・日）
・1人1日当たりの事業系ごみ排出量：265g/人・日
　（令和元年度実績：275g/人・日）
・リサイクル率：24%　（令和元年度実績：19.1%）
・一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の策定

【取組】
・企業や市民団体などに対し、自主的な環境に配慮した取組が盛り上がるよ
う「愛する地球のために約束する協定」締結の促進を図ります。
・市民に対し、エコ・アクション・ポイント事業を通じて、地球温暖化、エネル
ギー、ごみ等に対する環境に配慮した市民の活動や取組の推進を図りま
す。(事業費　731千円)

【成果目標】
　事業利用者　　600人

③

【取組】
　子どもと大人が身近な環境について一緒に話し合い、日ごろ環境への取
組を行っている学校や市民団体、企業などが取組を発表・交流する場である
「こども環境会議」を開催し、環境学習内容の充実と機会の拡大を図ります。
（事業費　1,102千円）

【成果目標】
　こども環境会議参加団体数　65団体（令和元年度：64団体）

④

　　４．課題解決に向けた令和２年度の具体的な取組
　　　　【年度末実績】

《令和２年度　環境経済部　組織目標の達成状況》　

部長　　　藤田　雅也

　　１．現状認識
　　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標

1
　良好な自然環境を維持していくために、生態系に配慮した環境保全と
環境負荷低減への取り組みが求められています。

①
　環境負荷の低減のため、事業所等の適切な指導に努めるとともに、事業者や市
民の自主的な環境保全活動を支援します。

①

【取組】
　定期河川調査に取り組みます。（事業費2,292千円）

【成果目標】
　環境管理基準（※ＢＯＤ）の達成状況（達成回数/測定回数）24/24
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年度　18/24）

※ＢＯＤ：生物化学的酸素要求量。水中の有機物等の量を表す水質指標の
ひとつ

2
　資源循環型社会を構築するため、ごみの発生抑制・再使用・資源化が
必要です。

②

3
　環境にやさしいまちづくりを進めるうえで、環境学習の推進や脱炭素社
会への転換が求められています。

③

　「第2次草津市環境基本計画」に掲げるリーディング事業「『エコミュージアム』の
展開」を図るため、環境学習等に関わる様々な活動情報を提供・発信できる場づく
りや、環境学習に取り組む人・団体などの活動支援を図ります。
　また、脱炭素社会への転換を図る取組として、省エネルギーの取組や再生可能
エネルギーの利用促進を図るとともに、市民が日常における環境に配慮した自発
的な行動の実践につながるよう取組を進めます。

①

②

③

④

【取組実績】
　河川の水質を調査しました。

【成果目標実績】
　環境管理基準（BOD）の達成状況（達成回数/測定回数）18/24
　調査対象の河川である狼川において、基準を満たさない月があっ
たため、該当河川流域の工場排水調査を重点的に実施するととも
に、新型コロナウィルス感染症の拡大防止のため、市内一円の工
場立入調査に替わる書面調査を行い、環境法令に基づく適切な指
導を行いました。

【取組実績】
・リサイクルフェアは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、中止となりましたが、市民会議会員セミナーや環境文化
フォーラムで、草津市のごみの現状について講演し、ごみの減量意
識の醸成を図りました。
・広報、分別アプリおよび出前講座等を通じて、ごみの発生抑制・再
使用・資源化に関する啓発を行いました。
・一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の策定に向け、ごみの減量施策
と目標値の設定について、慎重に検討を重ねました。

【成果目標実績】
・1人1日当たりの家庭系ごみ排出量（資源ごみ除く）：463g/人・日
・1人1日当たりの事業系ごみ排出量：245g/人・日
・リサイクル率：18.7%
・一般廃棄物（ごみ）処理基本計画について、新型コロナウイルス感
染症拡大防止に伴う審議会の開催自粛と、コロナ禍におけるごみ
量推計の検討に時間を要したことから、令和3年度の策定に変更し
ました。

【取組実績】
　新型コロナウィルス感染症の拡大防止のため、開催については、
次年度へ延期しましたが、クリーンセンター2階において環境学習に
取り組んでいる団体の活動内容を展示し、啓発を行いました。

【成果目標実績】
　こども環境会議の代替事業として、展示による啓発を実施。
（出展団体数：18団体　展示数：70品）

【取組実績】
・企業や市民団体などに対し、「愛する地球のために約束する協
定」の締結に向けた啓発を行いました。
（協定締結数：52団体）
・エコ・アクション・ポイント事業を通じて、地球温暖化対策などの環
境に配慮した市民の活動や取組の推進を図りました。

【成果目標実績】
　事業利用者　476人
（個人ではなく世帯単位で取り組むことで一体感が生まれ、一定の
ポイントにも達することから、目標を150世帯として取り組んだ結果、
119世帯の利用実績となった。1世帯あたり、平均4人として事業利
用者数を算出。）

重
令和２年度予算重点施策に関連する項目には、
「４．課題解決に向けた令和２年度の具体的な取
組」欄に、左の記号を記載しています。

環境経済部～1～



　　１．現状認識
　　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標
　　４．課題解決に向けた令和２年度の具体的な取組
　　　　【年度末実績】

4
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う需要の落ち込みやサプラ
イチェーンの毀損等により、中小企業の経営や雇用情勢に深刻な影響を
及ぼしています。

【取組実績】
　本市の独自の経済対策を実施することにより、人件費や家賃等
の固定経費の負担軽減を行うとともに、特に深刻な影響を受けてい
る事業者の売上の下支えを行いました。

【成果目標実績】
　県の「新型コロナウイルス感染拡大防止臨時支援金」や国の「家
賃支援給付金」への上乗せ給付、「雇用調整助成金の申請支援」、
「飲食店応援チケット事業」、「テレワーク応援制度」の実施

⑨

⑤⑤

【取組】
　資金繰りが悪化している中小企業に対し、融資のための認定事務や融資
制度等の支援に関する情報提供を行い、中小企業の事業活動の支援を行
います。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う国の経済対策に合わ
せて、国や県、関係団体と協力しながら、必要な支援や情報提供を行いま
す。

【成果目標】
　新型コロナウイルス感染症に係る経済対策の実施

⑥

⑧

【取組】
　草津市の産業全般の振興を推進するため草津市産業振興計画の策定に
向けた取り組みを進めます。　（事業費　419千円）

【成果目標】
　草津市産業振興計画の策定に向けた産業振興計画審議会等の開催

⑦

【取組】
・観光振興を中核的に担う組織として、観光物産協会の機能強化と法人化
に向けた取組を支援します。
・観光産業の回復に向けて、令和元年度に策定した観光物産協会の事業計
画に定められた事業を効果的に実施できるように支援を行います。
（事業費　草津市観光物産協会観光振興活動費補助金　2１,885千円）

【成果目標】
　観光入込客数
　　　　令和2年　2,506,000人　 （令和元年（暫定版）　3,132,500人）

⑤

・国の農業・農村政策である「攻めの農林水産業」を推進するとともに、効率的か
つ持続可能な農業の実現に向け、担い手の育成や「人・農地プラン」の実質化に
向けた農地の集積など、関係機関と連携して取り組みを進めます。
　また、農業生産を支える基幹的な土地改良施設の機能更新により、安定した地
域農業経営の確立に向けた取り組みを進めます。
　さらに、法面の草刈りや水路の泥上げ等の地元による農村地域の維持活動に対
する支援制度である「農村まるごと保全向上対策事業」の広域化事業を推進し、農
村地域の維持保全活動の継続の強化を図ります。
・馬場山寺地域の未整備田において、農地の基盤整備（ほ場整備）を実施し、農地
の大区画化と担い手農家への農地集積により、生産性の向上や経営規模拡大な
ど地域農業の振興と優良農地の確保・保全を進めます。

⑧

【取組】
　各地域の担い手、農業委員、農地利用最適化推進委員や草津用水、ＪＡ
草津市などと連携し、持続可能な地域農業の実現を目指す「人・農地プラ
ン」の実質化に向けた取り組みを進めます。また、担い手に対し、関係機関
と連携し支援を行うとともに、各制度の周知やJA草津市を通じた利用権の
設定など、農地の利用集積を図ります。

【成果目標】
　担い手への農地の集積率　令和2年度　66.3%　（令和元年度：63.5% ）

⑨

【取組】
・県における草津用水土地改良区の基幹的な土地改良施設の機能更新事
業（県営草津用水二期事業）の円滑な推進と早期完了を図るため、安定的
な予算の要望を行うとともに、必要な経費の一部を負担するなど、農業生産
施設の適正な機能更新を図ります。
　市負担金　118,750千円（令和元年度：156,250千円）
・馬場山寺地区基盤整備事業の事業採択に必要な基本設計業務、外周測
量業務、換地評価基準等の作成を実施します。
（予算額：53,166千円）

【成果目標】
・草津用水二期事業進捗率　46.6％（令和元年度：33.9％）
・農村まるごと保全向上対策事業の推進
　  令和2年度　545ｈa（19ha増加：穴村の農用地面積）

5

　国において、生産効率を高め競争力のある「攻めの農林水産業」を実
現するために、農地の利用集積や経営体の育成に係る政策が展開され
ていることから、市域においても国の政策を活用しつつ、地域の特性を生
かした農業振興を図っていくことが必要となっています。

⑥

⑦

④
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経営に影響を受けている中小企
業等の状況把握や支援制度等の情報提供を行いながら、中小企業の雇用の維持
や事業の継続について支援を行います。

【取組実績】
　関係機関と連携し、担い手に対して必要な支援や各制度の周知、
JA草津市などを通じた利用権の設定を行いました。また、市内５地
域ごとに各地域の担い手、関係者や関係機関が集まり、現状や課
題、農地の集積・集約などの方針について、意見交換を行うなど、
「人・農地プランの実質化」に向けた取組を進めました。

【成果目標実績】
　担い手への農地集積率　65.5%（令和元年度：63.5%）

【取組実績】
・県営事業による、草津用水土地改良区の基幹的な土地改良施設
の機能更新事業（県営草津用水二期事業）の円滑な推進を図るた
め、令和2年度に県営草津用水2期（二期）地区の事業採択を受け、
国、県へ安定的な予算の要望を行いました。また、早期事業完了を
図るため必要な経費の一部を負担するなど、農業生産施設の適正
な機能更新を図りました。
　市負担金　213,057千円（令和元年度：156,250千円）
・馬場山寺地区基盤整備事業の事業採択に必要な基本設計業務、
外周測量業務、換地評価基準等の作成を実施しました。(執行額
49,980千円）

【成果目標実績】
・草津用水二期事業進捗率　59.2%（令和元年度：33.9%）
・農村まるごと保全向上対策取組面積
　　令和2年度　526ha（令和元年度：526ha）

【取組実績】
・観光物産協会において令和3年度に法人化を行うことについて合
意形成を進めるとともに、必要となる予算措置を行いました。
・新型コロナウイルス感染症により多数のイベントが中止となりまし
たが、フォトコンテストの実施や認定外国人観光案内所の取得な
ど、コロナ禍でも実施可能な取組を行い、観光産業の回復に向けた
基礎固めを行いました。

【成果目標実績】
観光入込客数
　　　　令和2年（暫定版）　2,130,400人

【取組実績】
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、市内の企
業は甚大な影響を受けており、中長期的な計画の方向性を議論す
ることが困難であると判断し、草津市産業振興計画の策定に向け
た取組を1年延期することとしました。　（事業費　0円）

【成果目標実績】
　草津市産業振興計画の策定に向けた産業振興計画審議会等の
開催　令和2年度　0回
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